
会議次第

１　開会

２　会長あいさつ

３　報告事項

（１）令和７年度　介護保険事業の状況報告について

（２）令和７年度  介護保険特別会計決算報告について

（３）令和７年度　地域支援事業　実施報告について

洞爺湖町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定

（４）　第１０期洞爺湖町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の策定について

（５）　各種調査の実施について

４　その他

５ 　閉会

令和８年度　第１回洞爺湖町介護保険運営協議会

議　　　　　案

                                場　所　　洞爺湖町役場　第２委員会室（３F）

                                日　時　　令和８年７月３０日（木)　午後６時００分



（1）人口動態・高齢化の状況及び第１号被保険者数　(人)

令和５
年度末

令和６
年度末

令和７
年度末

前年度と
の比較

7,998 7,815 7,696 ▲ 119

2,472 2,412 2,342 ▲ 70

1,399 1,322 1,266 ▲ 56

2,038 2,063 2,071 8

3,437 3,385 3,337 ▲ 48

▲ 32 ▲ 28 ▲ 25 3

3,405 3,361 3,308 ▲ 53

43.0% 43.3% 43.4%

（2）要介護・要支援認定状況 

102 2 104 99 5

97 1 98 92 6

185 2 187 187 0

112 0 112 110 2

79 2 81 74 7

69 1 70 72 ▲ 2

59 1 60 75 ▲ 15

703 9 712 709 3

（３）所得段階別第1号被保険者数 （人）

3,308

世帯の誰かが住民税課税、本人は非課税で、所
得＋課税年金収入額が80万9千円以下

世帯の誰かが住民税課税、本人は非課税、第4段
階以外

生活保護世帯・老齢福祉年金受給者・世帯全員が非課
税で、所得＋課税年金収入額が80万9千円以下

６年度末

728

486

344

218

673

197

488

427

215

71

3,361

93

（人）

31

居宅介護
サービス

受給者数

48

108

0

本人が住民税課税で、所得額が320万円以上420
万円未満

要支援２

１．令和７年度介護保険事業の状況報告について

291

464

436

220

　　　　　　※住所地特例
他町村の施設に入所して、施設住所地に
住所を変更した場合には施設所在地の市
町村ではなく元の所在地の市町村が被保
険者となる。(特別養護老人ホーム・養護
老人ホーム・介護老人保健施設などの施
設が対象となる。地域密着型は除く)

　　　　　※適用除外施設
法令で定める障害者支援施設や重度知的
障害者総合施設等に入所されている方は
介護保険の被保険者とはなりません。

区分

人口

40歳から64歳

65歳から74歳

75歳以上

施設介護
サービス

65歳以上

住所地特例及び
適用除外施設

第１号被保険者数

高齢化率

要介護１

区分

要支援１

1号被保
険者数

2号被保
険者数

要介護３

要介護４

要介護５

世帯全員が住民税非課税で、所得＋課税年金収
入額が80万9千円超え120万円以下

令和７年
度末
合計

令和６
年度末

前年同月
との比較

本人が住民税課税で、所得額が120万円以上210
万円未満

本人が住民税課税で、所得額が210万円以上320
万円未満

第2段階 　３６，１００円

第3段階　 ５１，０００円

合計

所得段階別　年間保険料

要介護２

合計

16

第1段階　 ２１，２００円

第4段階　 ６１，８００円

11

15

308

７年度末対象者

168

14

25

28

817

22

31

46

58

地域密着型
サービス

0

住宅改修・福祉用具購
入

39

34

33

12

0

0

24

83

7

4

1

3

76

299

20

第7段階　 ９６，７００円

第8段階 １１３，８００円

第9段階 １２６，５００円

第5段階 　７４，４００円

第6段階 　９３，０００円 本人が住民税課税で、所得額が120万円未満

476

370
世帯全員が住民税非課税で、所得＋課税年金収
入額が120万円超え

第10段階 １４１，４００円
本人が住民税課税で、所得額が420万円以上520
万円未満 23

6 6

第13段階 １７８，６００円 本人が住民税課税で、所得額が720万円以上 48 47

第11段階 １５６，２００円
本人が住民税課税で、所得額が520万円以上620
万円未満 11 12

第12段階 １７１，１００円
本人が住民税課税で、所得額が620万円以上720
万円未満



（4）保険料（現年度分）

（５）保険料（滞納繰越分）

　　対象者：保険料段階1段階～3段階の方で次に該当する方

①世帯の収入が生活保護基準以下

対象者

軽減額

対象者

助成費

対象者

助成費 102,593円

（７）ｻｰﾋﾞｽ利用者負担軽減事業

（９）日常生活介護用品支給事業

※在宅で重度の要介護者（要介護４及び５）の方を介護している家族に対し使い捨て手袋等９品目の介護用品の支給事業

7名

未　　収　　額

不納欠損額

未　　収　　額

調　　定　　額

収　　納　　額

調　　定　　額

R５年度

2,979,150

②本人及び世帯構成員（生計を共にする同居する方を含む）が土地及び家屋など
の固定資産を保有していない方

735,500

105,500

1,014,300

減免金額 260,400円

減免件数 14件

収　　納　　率

収　　納　　率

208,056,920

1,669,950

34.05%

99.58%

294,900

（６）保険料減免状況

316,132円

※在宅で重度の要介護者（要介護４及び５）の方を介護している家族に対し紙おむつ等２品目の介護用品の支給事業

※社会福祉法人による、生活困難者に対する利用者負担軽減措置事業

（８）家族介護用品支給事業

7名

1,036,000円

14名

867,480

218,756,100208,924,400

R７年度

収　　納　　額

R６年度

218,086,500

R５年度

2,140,350

669,600

99.69%

R７年度

221,003,400

220,337,000

666,400

99.70%

1,299,350

34.36%

R６年度

2,537,430

783,980

282,700

1,470,750

30.90%



（１）会計収支

（千円）

歳入 項目 予算現額 決算額 予算残額

介護保険料 219,536 221,072 ▲ 1,536

認定審査会負担金 0 0 0

介護給付費負担

国庫負担金 193,819 214,160 ▲ 20,341

調整交付金 97,438 97,438 0 　　国庫負担金 26,043

道負担金 175,252 175,252 0 　　道負担金 4,854

支払基金交付金 306,614 300,743 5,871 　　支払基金交付金 2,899

一般会計繰入金 141,951 137,890 4,061      計（翌年度返還額） 33,796

小計 915,074 925,483 ▲ 10,409

地域支援事業負担

国庫交付金 21,954 19,717 2,237 　　国庫負担金 ▲ 3,190

道交付金 11,482 9,488 1,994 　　道負担金 ▲ 1,540

支払基金交付金 6,006 5,679 327 　　支払基金交付金 14

一般会計繰入金 19,232 16,753 2,479      計（翌年度返還額） ▲ 4,716

小計 58,674 51,637 7,037

事業費補助金（国庫） 191 191 0
保険者機能強化推進交付
金・保険者努力支援交付金
（国庫） 3,158 3,158 0生活困窮者就労準備支
援
事業費等補助金 116 115 1 　　町負担金 3

総務費国庫補助金 0 0 0      計（翌年度返還額） 3

権利擁護人材育成事
業費補助金（道費） 120 120 0

介護サービス提供基盤
等整備事業交付金 0 0 0

事務費
一般会計繰入金 30,717 30,305 412 　　国庫負担金 475

低所得者保険料軽
減負担金 17,157 17,157 0 　　道負担金 0

介護保険給付費支
払準備基金繰入金 0 0 0 　　町負担金 0

繰越金 51,383 51,383 0      計（翌年度返還額） 475

基金利子 229 230 ▲ 1

諸収入 56 0 56

歳入計 1,296,411 1,300,851 ▲ 4,441 　　国庫負担金 2

介護給付費の負担割合      計（翌年度返還額） 2

国庫
負担金 道負担金 支払基金

一般会計
繰入金

一般財源
（保険料・基
金取崩し） 合計

施設介護 １５％ １７．５％ ２７％ １２．５％ ２３％ ９５％

居宅介護 ２０％ １２．５％ ２７％ １２．５％ ２３％ ９５％

地域支援事業費の負担割合

国庫
負担金 道負担金 支払基金

一般会計
繰入金

一般財源
（保険料） 合計

介護予防事業 ２０％ １２．５％ ２７％ １２．５％ ２３％ ９５％

包括的支援事業 ３８．５％ １９．２５％ ― １９．２５％ ２３％ １００％

残り5％は調整交付金

残り5％は調整交付金

★保険給付に対する法定負担割合は、介護保険法で定められています。ただし、当該年度分は概算払で交付され
るため、当該年度においては実際の負担割合と異なっています。概算払で交付された金額の過不足は翌年度に精
算されます。

介護保険給付費支払準備基金積立金利子

事業費補助金精算額　　千円

　保険料軽減精算額     千円

総務費分繰入金

国1/2　道・町1/4

介護保険給付費支払準備基金取崩し

一般会計繰入金（事務費）

　地域支援事業精算額     千円

　介護給付費精算額        千円

基準は５％だが市町村によって異なる

第２号保険者（４０歳～６４歳の方）の保険料分

２．令和７年度介護保険特別会計決算報告について

備　　　　　　考

第１号保険者（６５歳以上の方）の保険料

西胆振３町介護認定審査会負担金（豊浦町・壮瞥町分）



歳出 項目 予算現額 決算額 予算残額

総務費 30,908 30,496 412

保険給付費

介護サービス費 1,004,064 978,181 25,883

介護予防サービス費 41,052 39,691 1,361

高額介護サービス費 35,387 34,400 987
高額医療合算介
護サービス費 2,814 2,775 39
特定入所者介護
サービス費 51,478 47,298 4,180

審査支払事務手数料 811 779 32

小計 1,135,606 1,103,124 32,482

地域支援事業

介護予防事業費 22,383 20,982 1,401

包括支援事業費 49,752 49,203 549

小計 72,135 70,185 1,950

基金積立金 23,423 23,395 28

保険料還付金 427 427 0

償還金 28,687 28,686 1

予備費 5,225 0 5,225

歳出計 1,296,411 1,256,313 40,098

　　（千円）

収支差 0 44,538

（2）保険給付実績
令和７年度

137,720,808
610,167,299
29,898,310

地域密着型サービス等給付費 198,184,135
963,270

1,247,067
978,180,889
29,861,627
1,183,794
6,192,330

地域密着型サービス等給付費 0
859,623

1,593,540
39,690,914
47,298,030
34,399,475
2,775,172

779,383
1,103,123,863

（３）　令和７年度末基金現在高

合　　　計 1,076,137,121 1,100,282,254 2,841,609

　　　介護保険給付費支払準備基金　１０６，９４２，２１９　円　　　　　

高額医療合算介護サービス費 2,792,022 2,459,011 316,161
審査支払手数料 730,508 765,364 14,019

特定入所者介護サービス費 52,345,626 49,867,879 ▲ 2,569,849
高額介護サービス費 30,718,187 34,649,752 ▲ 250,277

住宅改修費 1,029,058 1,184,086 409,454
小　　計 28,173,078 33,954,977 5,735,937

1,955,997 584,660 ▲ 584,660
福祉用具購入費 605,929 930,818 ▲ 71,195

1,215,450 1,585,295 ▲ 401,501
居宅支援サービス計画費 4,113,420 5,292,310 900,020

小　　計 961,377,700 978,585,271 ▲ 404,382

介護予防サービス
（要支援１～２）

居宅支援サービス費 19,253,224 24,377,808 5,483,819
施設介護サービス費

福祉用具購入費 1,056,900 834,921 128,349
住宅改修費 1,299,292 702,270 544,797

33,988,779 32,770,770 ▲ 2,872,460
210,500,728 194,770,943 3,413,192

介護サービス
（要介護１～５）

居宅介護サービス費 139,889,902 136,895,511 825,297
施設介護サービス費 574,642,099 612,610,856 ▲ 2,443,557
居宅介護サービス計画費

過年度分保険料還付金

前年度負担金等精算額（返還金）

（円）

区　　　　　　分 令和５年度 令和６年度 前年度との差

介護予防把握事業、介護予防普及啓発事業ほか

包括支援センターの運営、在宅医療・介護連携推進事業ほか

前年度会計剰余金

要介護者（要介護１～５）が利用するサービス費用の介護保険負担分

要支援者（要支援１～２）が利用するサービス費用の介護保険負担分

利用者負担分が高額になり、利用者負担額の上限を超える場合に支給され
る費用

介護保険と医療保険の両方の利用者負担を年間で合算し高額になった場合
限度額を超えた分が支給される費用

施設サービス利用時に非課税世帯の方の食費・居住費の負担を軽減するた
めの費用

国保連合会に委託する審査支払事務に対して支払う手数料

備　　　　　考

介護保険事業に係る人件費・事務費・西胆振介護認定審査会事務局経費等



３. 令和７年度 地域支援事業 実施報告について 

 

１． 介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）：介護が必要になる状態を予防するための事業 

（１）介護予防・生活支援サービス事業 

従来型（以前から要支援１，２の方に提供されていたサービス）を継続して実施。 

対象：要支援１，２認定者及び事業対象者（基本チェックリスト該当者） 

内容：訪問型サービス          延べ   １２６名 

     通所型サービス          延べ   ３２０名 

     通所型サービス C         延べ    ７０名 

     介護予防ケアマネジメント    延べ １，３０８名 

 

（２）一般介護予防事業（健康福祉課主管） 

    対象：第１号被保険者全ての者及び、その支援のための活動関わる者（６５歳未満も対象） 

    ①介護予防把握事業     介護予防健診   １２５名（機能低下１６名） 

    ②介護予防普及啓発事業  介護予防教室（げんきクラブ）２地区 2４回 延べ３０７名 

脳の健康教室 ２クール ４６回  延べ５３８名  

サポーター延べ１００名 

    ③地域介護予防活動支援事業    介護予防ボランティアポイント付与 １，９１３ポイント 

    ④地域リハビリテーション活動支援事業  専門職派遣事業 １０回 延べ１８６名 

 

２．包括的支援事業：介護が必要な状態になっても、住み慣れた地域で安心して生活できるために

必要な体制などを整備する事業 

（１）地域包括支援センターの運営 

①総合相談支援事業    相談数 実５４５名、延べ８１４名 うち、訪問２３３件、独居３４１件 

    

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



②権利擁護事業 

・洞爺湖町高齢者・障害者 虐待予防・対応マニュアルに基づく高齢者虐待に関する相談、

対応 相談３件  虐待事例として対応１件 

・成年後見制度等の相談  延べ２２件 

・室蘭成年後見センターによる市民後見人のフォローアップ研修を１回開催 

 

③包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

      ・介護支援専門員に対する支援 相談２件 

      ･介護支援専門員研修会（ケアマネの会共催） ３回 延べ３６名 

             

（２）在宅医療・介護連携推進事業(健康福祉課主管) 

   ・協議会（委員数 2２名）  ５回 延べ５０名  

    ①こどもお仕事体験フェスタ in とうやこ  １回 １１０名 

    ②とうやこケアネットワーク講演会  １回 ６９名 

   

（３）生活支援体制整備事業（社会福祉協議会委託事業）(健康福祉課主管) 

   ・生活支援コーディネーター ２名配置、協議会 ２回出席 

    

（４）認知症総合支援事業（地域支援） 

   ・認知症初期集中支援チーム チーム員会議１２回 対応 実１件 

   ・認知症カフェの開催  

  

（５）地域ケア会議推進事業 

①地域包括ケア会議：虻田・温泉・洞爺３地区にて地区別交流会を開催 

３回開催 １００名参加 

②地域包括ケアシステム会議：災害対応連絡会議と合同開催 

１回開催 ４０名参加 

 

 

３．任意事業：その他、地域の実情に応じて必要な支援を行う事業 

（１）介護給付等費用適正化事業 

①認定調査状況チェック 

②ケアプラン点検事業 

③住宅改修等の点検 

④医療情報との突合・縦断点検 

⑤介護給付費通知 

 

（２）家族介護支援事業 

①家庭介護用品支給事業     ７名 

②日常生活介護用品支給事業  ７名 

 

（３）その他の事業 

①成年後見制度利用支援事業   ２件 

②福祉用具・住宅改修支援事業  ０件 

③認知症サポーター養成講座   ３回３３名 



          資料１ 

 

第１０期 洞爺湖町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の 

策定について 

 

１．計画策定の趣旨 

  

○ 市町村は、老人福祉法第２０条の８に基づく老人福祉計画及び介護保

険法第１１７条に基づく介護保険事業計画を一体のものとして策定す

ることが義務づけられており、洞爺湖町では「洞爺湖町高齢者福祉計画

及び介護保険事業計画」をこれに位置づけています。 

 

○ 令和８年度末で第９期計画が終了となるため、令和９～１１年度まで

の３年を計画期間とする第１０期計画を策定します。 

 

○洞爺湖町では、第６期計画の策定以降、「団塊の世代」が後期高齢者と

なる２０２５年及び「団塊ジュニア世代」が高齢者となる２０４０年を

見据えた高齢者施策の展開と中長期的な視点に基づいたサービス給付・

保険料の徴収を進めてきました。 

 

○今回の計画では、２０４０年を見据えた中長期的な将来推計を行うとと

もに、「病気や障がいの有無に関係なく、自分と家族が望む場所で安心

して暮らし続ける町、洞爺湖町」を計画の基本理念として、当町におけ

る地域包括ケアシステム（※１）の深化を図りつつ、地域共生社会の実

現を目指し、第９期までの取組みに加えて、サービス提供体制の確保や

介護現場の生産性の向上など、北海道の介護保険事業支援計画と連動し

た計画を策定していくことが重要となります。 

 

 

※１ 地域包括ケアシステム 

 地域包括ケアシステムは、重度の要介護状態になっても、人生の最後まで自

分らしい暮らしが続けられるように、自分の住み慣れた地域の中で、「住まい・

医療・介護・予防・生活支援」のサービスが一体的に提供されるしくみのこと

をいいます。 



２．計画において定める主な事項 

 

○ 各年度における介護給付等サービスの種類ごとの量の見込み、必要利

用定員総数の見込み。 

 

○ 各年度における地域支援事業の量の見込み。 

 

○ ３ヶ年の第１号被保険者(６５歳以上)の介護保険料の水準（基準金額） 

（参考）第９期（ ６年度～ ８年度）保険料基準月額６，２００円 

第８期（ ３年度～ ５年度）保険料基準月額６，０００円 

第７期（３０年度～ ２年度）保険料基準月額４，５００円 

    第６期（２７年度～２９年度）保険料基準月額４，５００円 

 

３．計画策定の手法 

 

○ 次期計画を策定するための基礎的な資料を得るため、「在宅介護実態

調査」、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」、「在宅生活改善調

査」、「居所変更実態調査」及び「介護人材実態調査」を実施し、調査

結果の分析を行います。 

 

○ 策定にあたっては、調査で把握された現状、現行の第９期計画の振り

返りを基に進めるほか、介護保険法改正などの国の動きを注視しなが

ら進めていきます。 

また、「介護保険運営協議会」での協議・検討にあわせて、素案作成

後にパブリックコメントを実施し、広く町民の意見の把握と反映に努

めます。 
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        資料３ 

 

第１０期高齢者福祉計画及び介護保険事業計画に係る各種調査の実施について 

 

 

 

１．調査概要 

 第１０期計画の策定にあたり「在宅介護実態調査」、「介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査」、「在宅生活改善調査」、「居所変更実態調査」及び「介護

人材実態調査」の５つの調査を実施いたします。 

 

（１）在宅介護実態調査 

離職を防止する観点から、「高齢者の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護

者の就労継続」の実現に向けた介護サービスの在り方について検討することを

目的として、主に在宅で要支援・要介護認定を受けている方を対象として実施。 

 

（２）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

この調査の目的は主に以下の通りです。 

① 要介護状態になる前の高齢者のリスクや社会参加状況を把握することで、

地域の抱える課題を特定すること。 

② 総合事業（介護予防・日常生活支援総合事業）の運営に活用すること。 

③  高齢者の実態や要望を把握し、介護保険事業計画に策定に活用すること。 

 

（３）在宅生活改善調査 

地域に不足する介護サービスを把握し検討することを目的として、居宅介護支

援事業所への調査を実施。 

 

（４）居所変更実態調査 

高齢者が「住み慣れた住まい」での生活の維持に必要な施設系サービス及び居

住系サービスに必要な機能を検討するための調査を実施。 

 

（５）介護人材実態調査 

介護人材の実態を個票で把握することにより、性別・年齢別・資格の有無別な

どの詳細な実態を把握し、介護人材の確保に向けて必要な取組等を検討するた

めの調査を実施。 



介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 

調査対象条件 

 

６５歳以上の高齢者のうち要介護１から要介護５の介護認

定を受けていない方から抽出 

対象者数 １，０００人 

調査内容 調査票記載 

調査方法 郵送 

調査基準日 令和８年１月１日 

調査期間 令和８年１月３０日から令和８年３月３１日まで 

調査集計 令和８年５月下旬から１０月下旬 

 

 

 

在宅介護実態調査 

 

調査対象条件 

 

在宅で要支援・要介護認定を受けている方（入院されてい

る方・施設に入所されている方・新規の申請者は対象外） 

対象者数 ３４５人 

調査内容 

 

調査票 A（認定調査員又は介護支援専門員が記入） 

調査票 B（主な介護者もしくはご本人が回答） 

調査方法 介護支援専門員による聞き取り調査 

調査期間 令和８年２月６日から令和８年５月２２日まで 

調査集計 令和８年５月下旬から１０月下旬 

 

 

 

 

 

 

 



人口・要介護認定者の推移値（洞爺湖町） 2026/4/3現在

→推計値

2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

総人口 7,816 7,012 6,236 5,503 4,821 4,211

65歳以上 3,373 3,110 2,859 2,646 2,428 2,202

高齢化率 43.2% 44.4% 45.8% 48.1% 50.4% 52.3%

75歳以上 2,065 2,027 1,866 1,682 1,521 1,412

80歳以上 1,312 1,403 1,365 1,246 1,095 998

591 603 593 577 521 467

17.5% 19.4% 20.7% 21.8% 21.4% 21.2%

要支援１ 49 48 48 45 40 36

要支援２ 44 44 44 41 37 33

要介護１ 91 93 89 86 77 70

要介護２ 53 55 55 55 50 44

要介護３ 35 35 36 35 32 28

要介護４ 33 35 35 35 31 28

要介護５ 31 31 30 29 26 24

計 336 342 337 326 294 263

要介護１ 96 97 94 90 81 73

要介護２ 56 58 57 58 52 47

要介護３ 37 37 37 37 33 29

要介護４ 34 36 36 37 33 29

要介護５ 32 33 31 30 28 25

計 255 261 256 251 227 203
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